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3. 立地の適正化に関する基本的な方針 

3.1 計画区域と目標年次 

(1) 計画区域 

本計画の対象区域は、立地適正化計画で定める事項(P2）を踏まえて、本市の都市計

画区域全域（240.29km2）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 目標年次 

本計画の計画期間は、都市計画マスタープランの目標年次に合わせて、平成

30(2018)年から 2028年までとします。 

ただし、コンパクトで持続可能なまちづくりの実現には長い時間を要するため、30

年、50年後の本市の将来を見据えた計画とします。 

【計画区域】 
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3.2 立地適正化計画における目指すべき将来都市像・まちづくりの理念 

(1) 目指すべき将来都市像 

上位計画である第６次高松市総合計画の目指すべき都市像及び都市計画マスタープ

ランの都市の将来像を「活力にあふれ 創造性豊かな 瀬戸の都・高松」としており、

整合を図る観点から、この将来像を、本計画における目指すべき将来都市像として位

置付けます。 

  

 

 

(2) まちづくりの理念 

本市においては人口減少、少子・超高齢社会を見据え、市街地の拡大を抑制し、30

年、50年後においても、活力を失わず、市民がいきいきと暮らせるよう、集約拠点へ

の都市機能の集積と居住の誘導を図り、公共交通で拠点間等の移動を円滑にするコン

パクトで持続可能なまちづくりを進めていくことが必要です。 

本計画では、前章で整理した本市の課題や上位計画である第 6 次高松市総合計画及

び都市計画マスタープランのまちづくりの考え方を踏まえ、「コンパクト・プラス・ネ

ットワークで繋がる ひと 地域 未来」をまちづくりの理念として定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「コンパクト・プラス・ネットワークで繋がる ひと 地域 未来」 「活力にあふれ 創造性豊かな 瀬戸の都・高松」 
まちづくりの理念  目指すべき将来都市像 
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3.3 立地適正化計画の基本方針 

(1) まちづくりの方針 

立地適正化計画では、交通を始め、医療・福祉、子育て、商業、防災、コミュニテ

ィなどの幅広い分野とまちづくりが連携することが求められています。 

本計画では、目指すべき将来都市像・まちづくりの理念を踏まえつつ、本市が抱え

るまちづくりの課題に対する広い視点に立ったまちづくりの方針を下記のとおり定

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 目指すべき都市の骨格構造 

 

 

 

 

 

 

本計画における目指すべき都市の骨格構造は、都市計画マスタープランに掲げる「多核

連携型コンパクト・エコシティ」とし、集約拠点として、広域交流拠点、地域・生活交流

拠点に、機能別拠点の学術研究拠点を加えた 18の区域を設定するとともに、公共交通軸

によるネットワークを形成すること（いわゆるコンパクト・プラス・ネットワーク）で、

市域全域の連携と交流を促進することとします。 ④地域の暮らしやすさの向上 

●コミュニティの再生と強化 

●地域包括ケアの構築  

●防災、減災対策の推進 ③都市活力の維持・向上 

●中心市街地や各地域の中心地における都

市機能の集積 

●人口減少対策として居住の誘導 

●空き家対策の推進 ②公共交通の維持・充実 
●高齢者等の公共交通等移動手段の確保 
●居住や生活サービス機能と連携した公共交通

ネットワークの構築 

本市の課題 
①市民生活利便性の維持・確保 
●人口密度の維持による医療・商業等の生活サ

ービス機能の維持、確保 ア 若年層の転出抑制など人口減

少対策及び人口密度維持の取組

による都市活力・生活利便性の

確保 まちづくりの方針 
目指すべき将来都市像 「活力にあふれ 創造性豊かな 瀬戸の都・高松」 
まちづくりの理念 「コンパクト・プラス・ネットワークで繋がる ひと 地域 未来」 

⑤都市経営の効率化 

●公共施設等の統廃合・長寿命化、既存スト

ックの活用などによる財政負担の軽減  

●市街地の郊外への拡大の抑制 イ 公共交通を中心とした交通利

便性の確保 
ウ コミュニティの活性化と地域

包括ケアシステムの構築による

地域力の強化  
エ 子どもを産み育てやすく、老

後まで暮らしたいと思える暮ら

しやすさの向上  
オ 公共施設統廃合、人口増加地

区への対応及び市街地の郊外へ

の拡大抑制による都市経営の効

率化  



35 

         
  

【将来都市構造】 

1) 都市の活力を支える区域 

都市計画マスタープランに示されてい

る集約拠点を都市の活力を支える区域の

基本とします。 

■広域交流拠点       １か所 

■地域・生活交流拠点    16か所 

■学術研究拠点       １か所 

2) 連携と交流を促進する軸 

各拠点間を公共交通で結び、市域全域

の連携と交流を促進する公共交通に係る

軸を形成します。 

■中央連携軸（公共交通軸の基幹的役割

と駅周辺のまちづくりを兼ね備えた軸） 

・新駅整備及び複線化により、連携を

さらに強化 

■公共交通軸（鉄道及びバス路線等）  

・バス路線再編による公共交通軸間の

連携強化 

・各地域内は、地域内交通（コミュニ

ティバス等）でカバー 
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【参考】コンパクトシティをめぐる誤解 

「多核連携型コンパクト・エコシティ」は、居住地や都市機能を一箇所に集めるものでは

ありません。 

むしろ、地域の特徴や歴史的な成り立ちを考慮した複数の拠点を設定し、公共交通連携

軸でネットワークを形成することにより、都市の持続性のある発展を目指すものです。                               

コンパクトシティをめぐる誤解 
一極集中 

市内の最も主要な拠点（大きな
ターミナル駅周辺等）一箇所に
全てを集約させる 

全ての人口の集約 
全ての居住者（住宅）を一定
のエリアに集約させること
を目指す 

強制的な集約 
居住者や住宅などを強制的
に短期間で移転させる 

 

多核型 
中心的な拠点だけではなく、旧
町役場周辺などの地域拠点も含
めた、多核連携型の集約化を目
指す 

全ての人口の集約を
図るものではない 
現時点での生活サービス水準
を保てるよう、一定エリアの
人口密度を維持 
（例えば、農業等従事者が農
村部に居住することは当然） 

緩やかな 
誘導による集約 

施策を講じながら誘導を促
し、長い時間をかけて緩やか
に拠点周辺へ居住の集約化
を推進 
 
 

立地適正化計画では 
30年、50年先を見据えた持続可能なまちづくり 出典：国土交通省資料 引用 
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